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1 　課題の設定
1 ）高齢者虐待の現状
厚生労働省（以下、厚労省）の調査によれば1、平成 27 年度（2015 年）
における高齢者虐待の状況は次のとおりである。養介護施設従事者等に
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1	 厚労省（平成 29 年 3 月 21 日）「平成 27 年度　高齢者虐待の防止、高齢者の
養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査結果」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000155598.html 参照。
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よる高齢者虐待と判断された件数は 408 件（前年度の 300 件と比べて 108
件の増加）、養護者（家族等）による高齢者虐待と判断された件数は 1 万
5976 件（前年は 1 万 5739 件）である。これをほぼ 10 年前の平成 18 年度
（2006 年）の調査結果と比べると、それぞれ 54 件、1 万 2569 件であり、
いずれも相当の増加を示す。
この調査は、高齢者虐待が現在のわが国においてきわめて憂慮すべき課
題であることを明らかにしている。だが、上記のような記述から次のよう
な結論を導くのは早計である。
① 	 わが国の高齢者虐待の数は増加の一途をたどっている。その認知件数
は、直近の数字で 1 万 6000 件あまりである。
② 	 わが国の高齢者虐待は、養介護施設従事者等による虐待数に比べて養
護者（家族等）によるものが 40 倍にも上るのであるから、発生場所
は圧倒的に家庭である。
2 ）2つの命題の検証
まず第 1 の命題を検証してみよう。
第 1 に、児童虐待の数と比較してみる。筆者は、かつて児童虐待につ
いて英米でインタビュー調査等を行ったことがある。その成果の 1 つの
中で、全国児童相談所長会議資料に基づいて、1989 年の児童虐待の数を
少なくとも推計 2000 件と記載した2。それが 2016 年には 12 万 2578 件に
なっている3。一見すると 27 年で 60 倍になったように見える。しかし、
本当に虐待件数がこれほど増えたのだろうか。虐待する親がかつては少な
2	 樋口範雄「アメリカにおける児童保護の法システムと日本の法制度への示
唆」ケース研究 227 号 2 頁（1991）。
3	 厚労省「平成 28 年度	 児童相談所での児童虐待相談対応件数〈速報値〉」
http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11901000-Koyoukintouji	
doukateikyoku-Soumuka/0000174478.pdf　参照。
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く、現在は、60 倍にもなるほど増加したのだろうか。それとも事実とし
ての児童虐待の件数はこれほどに増えているわけではなく、認知される件
数が増えただけなのだろうか。
同じことが高齢者虐待にもいえる。現在の 1 万 6000 件が 20 年後には数
十倍になっているかもしれないということである。そして、それは児童虐
待と同様に、事実としての件数の増加ではなく､ 認知・発見の仕組みが整
えられて、より正確な数が把握できたということかもしれない。
同様に、児童虐待の数字は次のような疑問も提起する。わが国における
2017 年 4 月 1 日現在の子どもの数（15 歳未満人口）は推計 1571 万人だと
いう4。そのうち 12 万件の虐待があるわけである。これに対し高齢者の数
はすでに 3300 万人以上である。もちろん高齢者虐待と児童虐待が同じ割
合で生ずるという論拠はないが、それにしても人数で倍以上に上る高齢者
の虐待数が児童虐待の 10 分の 1 程度というのはきわめて疑わしい。
そう考えると、上記の命題 1 の数字は、真の事実とはかけ離れたもの
で、いわば数字が独り歩きしている可能性が強い。わが国においては、こ
の例に限らず、認知された件数があたかも事実のすべてであるかのように
扱い、前年より何人増えたとか、何％増えたとの報告がなされる。だが、
それらはいわば砂上の楼閣に基づいた議論である。
この点、アメリカで 1988 年の連邦法に基づいて設置された「高齢者虐
待防止センター」（NCEA:	National	Center	on	Elder	Abuse）5 は、率直に
現実を直視する。「残念なことだが、わたしたちは、いったい何人の人が
高齢者虐待の被害にあっているか、確かなことはわからない」とまず認め
4	 総務省統計局「我が国のこどもの数」http://www.stat.go.jp/data/jinsui/
topics/topi1010.htm　参照。
5	 NCEA,	https://ncea.acl.gov/whatwedo/research/statistics.html.
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る6。そのうえで、このセンターは、いくつかの研究や調査結果を紹介し
ている。
その 1 つであるニュー・ヨーク州での調査では、同州の高齢者のうちほ
ぼ 13 分の 1 にあたる 26 万人が何らかの虐待を経験していた。さらに、特
筆すべきは、経済的な搾取や虐待が 1000 人当たり 41 人であり、身体的虐
待や性的虐待など他の類型以上に通報が多かった7（本稿では、後で高齢
者虐待のうちで特に経済的な搾取・虐待に焦点を当てて検討する）。
ともかく、アメリカと日本では状況が異なるはずだが、仮にニュー・
ヨーク州の調査がアメリカ全体および日本でも当てはまるとすれば、アメ
リカでは 300 万人以上の高齢者が、日本でも 250 万人もの高齢者が虐待を
経験していることになる。あくまでも仮定のうえでの議論ではあるが、こ
のような数字に比べて、日本での約 1 万 6000 件という数字はあまりにか
け離れたものとなる。いわんや「わが国の高齢者虐待の数は増加の一途を
たどっている」という言明についても疑わしい根拠しかない8。
次に第 2 の命題を検証しよう。
第 2 の命題は、わが国の高齢者虐待は、介護施設等の従事者によるもの
より、家族等の養護者によるものが圧倒的に多いという言明である。これ
6	 その理由は、虐待の定義が難しいこと、定義がなされても実際にその適用が
簡明かつ一律にはいかないこと、さらに、それが虐待であっても、さまざま
な理由で通報がなされず、明るみに出ないことなどがある。これらの要因は
わが国にも共通する。樋口範雄『超高齢社会の法律、何が問題なのか』191
頁（朝日新聞出版・2015）。
7	 Lifespan	of	Greater	Rochester,	Inc.,	Weill	Cornell	Medical	Center	of	Cornell	
University,	&	New	York	City	Department	 for	 the	Aging.	（2011）.	Under 
the Radar: New York State Elder Abuse Prevalence Study	（PDF）.
8	 仮にその言明が正しいとしても、そもそも高齢者数全体の増加率と比べる
と、確率的にはそれほど増加していないともいえる。
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が正しければ、介護施設よりも家庭こそ圧倒的にリスクの高い場所となる。
しかしながら、この命題についても雑駁な議論ではあるものの反証は容
易である。ここでもまず見るべきは、養護者のもとにいる高齢者はどれく
らいいて､ その中でこのくらいの高齢者虐待が生じていると確認するこ
と、そしてそれと比べてどれだけの数の施設にいる高齢者が虐待に遭って
いるかである。
厚生労働省の統計によれば、さまざまな施設にいる高齢者は、介護老人
福祉施設が 530,280 人、介護老人保健施設が 370,366 人、介護療養型医療
施設が 59,106 人（ただし、これは 2016 年 10 月現在のそれぞれの施設の定
員数）である9。仮に、これらの定員がすべて満たされており、この合計
数、約 96 万人に、有料老人ホームの定員約 35 万人を加えると10、合計で
約 130 万人という数字が出てくる。冒頭の調査では、このうち 400 人に高
齢者虐待が認知されたというわけである。単純に割ると、0.0003％となる。
これに対し、高齢者の 9 割以上は在宅にいる。厚労省の資料に基づいて
3074	万人（実に 97%）が自宅にいるという数字に依拠し11、そのうち 1
万 6000 人弱が虐待に遭っているとしよう。これも単純な割り算をすると
0.0005% という計算になる。
少なくとも、施設に比べて家庭において、虐待が 40 倍もの確率で起こ
ることにはならない。もっとも、そもそも 1 万 6000 弱という数字や 400
9	 総務省統計局「老人ホームの種類別施設数及び在所者数」http://www.stat.
go.jp/library/faq/faq20/faq20c04.htm　および　http://www.mhlw.go.jp/
toukei/saikin/hw/kaigo/service16/dl/kekka-gaiyou.pdf　参照。
10	 2013 年 7 月時点の定員数（社保審－介護給付費分科会	第 102 回（H26.6.11）	
資料 2「高齢者向け住まいについて」による。http://www.mhlw.go.jp/file/	
05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutan	
tou/0000048000.pdf　参照。
11	 前掲「高齢者向け住まいについて」3 頁。
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という数字が当てにならない以上、このような反証自体大きな意義はもた
ない。しかし、命題 2 も根拠の薄弱なものであることはいえる。
以上の検証の結果、高齢者虐待について論ずるためには、より正確な実
態把握が必要不可欠であることがあらためて確認できる。ただし、アメリ
カでいわれるようにそれは容易ではない。しかしながら、より正確な情報
を得るための仕組み作り・法制度作りを考えることはできる。本稿はその
試みであり、とりわけ高齢者に対する経済的搾取・虐待について、それを
防止し早期に発見するうえで、弁護士や金融事業者など専門家がどのよう
な役割を果たすべきかを検討する。まず、2 では、高齢者虐待の防止およ
び早期発見に関する法制度の現状を叙述し、それに関する若干の批判的コ
メントを加える。3 の部分では、特に経済的搾取・虐待事例について、弁
護士や金融事業者・ファイナンシャル・プランナーなどの専門家がいかな
る役割を果たすことができるかについて、アメリカの議論を紹介する。4
の結論部分では、わが国の高齢者虐待に関する法制度の欠陥をあらためて
指摘し、最初に掲げたより正確な数字を把握するための方策について提言
を行う。
2 　高齢者虐待防止と早期発見の法制度	
　　─その特色と批判
1 ）高齢者虐待の特色
かつてアメリカの児童虐待に対する法制度を調査した際に、それが次の
4 つの段階に分かれた対応を示すことを明らかにした12。
アメリカにおける児童虐待への法的対応は、時系列的な順序でいえば次
の 4 つの段階に分けて構築されている。すなわち、①予防のシステム（親
12	 樋口範雄「アメリカ法から見た児童虐待防止法」ジュリスト 1188 号 41 頁
（2000）および前掲注 2）の論文。
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による子どもの虐待や放任が発生する前に、それを予防する措置）、②発
見のシステム（不幸にして発生した虐待・放任を早期に発見するシステ
ム）、③暫定的保護のシステム（発見された虐待や放任という状況からと
りあえず子どもを暫定的に保護する制度）、そして④最終的措置のシステ
ム（暫定的な措置を施したうえで、最終的に子どもの安定的・継続的な措
置を図る制度）。
わが国の児童虐待および高齢者虐待についても、基本的には同様の制度
や仕組みを考えることができるが、明らかにいくつかの相違もある。
第 1 に、ともに防止と早期発見が重要であることは同じだが、第 3 段階
の暫定的保護はともかく、最後の最終的措置については高齢者虐待の場合
に問題がある。児童虐待の場合、最後の手段として親の親権を断ち切り、
親子関係を消滅させて、新たな親を用意する養子制度（日本では特別養子
制度というが、アメリカをはじめとする諸外国ではそれが普通の養子制度
である）が存在する。しかし、高齢者の場合、虐待の被害者を引き取って
介護してくれる人は想定しにくいので、おそらく何らかの施設での引き取
りを考える他はない（それを高齢者が望まないなら、高齢者自身から虐待
を訴えることは期待しにくくなる）。
第 2 に、虐待の防止・早期発見という点では、わが国の新生児・乳幼児
については、新生児訪問や乳幼児健診の制度があり、その後も義務教育制
度のもとで虐待を発見しやすい仕組みがある。それに対し、高齢者の場合こ
のような定期的訪問や健診はないから、それだけ外部との接触が少ないわけ
であり、リスクのある家族への支援や虐待の早期発見が遅れることになる。
第 3 に、虐待の定義（種類・内容）も児童虐待と高齢者虐待では異な
る。厚労省によれば、児童虐待は、身体的虐待・性的虐待・ネグレクト
（放任）・心理的虐待の 4 種類とされる13。これに対し、高齢者虐待は、わ
13	 厚労省「児童虐待の定義と現状」http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/
bunya/kodomo/kodomo_kosodate/dv/about.html 参照。
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が国の高齢者虐待防止法によれば、児童虐待と同様の身体的虐待、介護等
の放棄（ネグレクト）、心理的虐待、性的虐待の他に 5 番目の類型として
経済的虐待を加える14。これは、子どもの場合、奪われる資産がないこと
を前提としており、逆に高齢者には一般に財産があるからである。
経済的虐待とは、高齢者虐待防止法によれば、「高齢者の財産を不当に
処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること」とさ
れており15、日本の法律で想定されている虐待加害者は養介護施設従事者
と養護者（家族等）であるため、それらのいずれかが上記のような経済的
搾取を行うことを対象としている。要するに、経済的虐待も、養介護施設
か家庭で生ずると観念しているわけである。
アメリカにおいても、児童虐待と同様の類型に加えて経済的虐待が重要
な虐待類型と観念されているが（先に述べたように、ニュー・ヨーク州の
調査では、経済的な搾取や虐待が高齢者 1000 人当たり 41 人とされて、他
の虐待類型以上に通報が多かったとされている点を想起されたい）、英語
では financial	exploitation	と表現されており、それは経済的な搾取一般を
意味する。要するに、高齢者から不当に経済的利益（財産等）を奪う場面
は、施設や家庭に限られないから、アメリカにもいわゆる「オレオレ詐
14	 高齢者虐待防止法第 2 条第 4 項、第 5 項参照。なおわが国の高齢者虐待防
止法の概要とその検討については、高橋脩一「高齢者虐待と法」樋口範雄・
関ふ佐子編著『高齢者法』第 7 章（東京大学出版会・2018 刊行予定）参照。
さらに、アメリカの高齢者虐待防止センターの記述では、セルフ・ネグレク
ト（自己放任）も含めている。
15	 高齢者虐待防止法第 2 条参照。厚生労働省老健局「市町村・都道府県におけ
る高齢者虐待への対応と養護者支援について」4 頁	（2006）では、具体例と
して、日常生活に必要な金銭を渡さない・使わせない、本人の自宅等を本人
に無断で売却する、年金や預貯金を本人の意思・利益に反して使用する等が
掲げられている。http://www.mhlw.go.jp/shingi/2006/08/dl/s0801-3k.pdf
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欺」があればそれも含むし、高齢者に詐欺的な投資話を勧誘する行為もそ
れに含まれる。本稿で後に対象とする経済的搾取・虐待はアメリカ的な意
味でのものであり、だからこそ金融事業者に対する「適合性ルール」など
にも論及するわけである16。
ともかくこのような特色を有する高齢者虐待に対し、わが日本法はどの
ような仕組みを用意しているかが次の課題となる。
2 ）高齢者虐待の防止と早期発見─法制度の現状
2006 年に施行された高齢者虐待防止法は、2 つの柱から成る17。1 つは
高齢者虐待について国や地方公共団体に体制整備を義務づける。もう 1 つ
は早期発見のための通報義務の定めである。
前者の体制整備には、防止のための相談・指導・助言を行う態勢作りが
あり、より具体的には、市町村に設置される地域包括支援センターが「高
齢者虐待防止ネットワーク」を構築することが求められている。さらに、
短期的に老人短期入所施設等に入所させるなど、一時的に保護を行う対応
も明記されている。
ただし、最も重要な防止のための取り組みとしては、「家庭内における
権利意識の啓発、認知症等に対する正しい理解や介護知識の周知などのほ
か、介護保険制度等の利用促進などによる養護者の負担軽減策などが有
16	 後掲注 45）に対応する本文参照。
17	 以下の記述については、高橋、前掲注 14）の論文参照。他には、厚労省・
全国高齢者虐待防止・養護者支援担当者会議資料（2006 年 4 月 24 日）「高
齢 者 虐 待 防 止 の 基 本 に つ い て 」（http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/
boushi/060424/dl/02.pdf）、および前掲注 15）「市町村・都道府県における高
齢者虐待への対応と養護者支援について」参照。
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効」とされるだけである18。確かにその通りであり、児童虐待と比べても
高齢者虐待に関する未然の防止はより難しいことは理解できる。だが、こ
のような一般的な施策だけで十分とは思えない。たとえば、個別の事例ご
とに高齢者虐待の原因を研究して、そのリスク要因の高い家庭や施設に対
し、何らかの介入（事前の助言等）を図るようなより積極的かつ個別的な
対応が求められる。
また、地域包括支援センターを中心とするネットワーク作りは重要であ
ろうが、逆に、高齢者虐待が地域を越えることにも留意する必要がある。
アメリカでは、養護者が高齢者を連れて州境を越えて移転する事例もあ
る。他の身近な人との接触が切り離され、それだけ高齢者虐待の発見をし
にくくするためである。わが国では、アメリカのように法域を越えるわけ
ではないものの（アメリカでは州法ごとに高齢者虐待に対応する法も異な
る）、それでも別の市町村に引っ越すなり他市町村の施設に高齢者を移す
なりしただけで、高齢者防止ネットワークを外れるようでは困る（たとえ
ば、高齢者の資産に対する経済的搾取は、高齢者の所在地に関わらない）。
あえていえば全国的なネットワークの情報連携が必要であり、どこにいて
もリスク要因を抱える家族への支援・助言がなされなければならない。
それ以上に明白な日本法の課題は、早期発見のための通報義務の現状に
ある。
すでに強調したように、わが国に限らず、高齢者虐待の実数を把握する
のは難しい。それだけに、虐待を発見した人が必ずそれを当局に通報する
仕組みを作る必要がある。ところが、高齢者虐待防止法の現状は、一応形
式的にそのような仕組みを作っているかのように見せて、現実に機能しに
くい制度となっている。
具体的にいうと、高齢者虐待防止法は、虐待の加害者を養護者と施設従
18	 前掲注 17）「高齢者虐待防止の基本について」13 頁。
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事者であると想定し（あるいは限定し）19、それぞれについて法律上の義
務とする場合と努力義務にとどめる場合に分ける。その要点は次のように
整理することができる。
①通報義務と努力義務
養護者による虐待については、高齢者の生命または身体に重大な危険が
生じていると判断される虐待を発見した場合、その発見者は速やかに市町
村に通報しなければならない（通報義務）。しかし、生命または身体に重
大な危険が生じてはいない場合には、発見者は通報するよう努めなければ
ならない（努力義務）。このような区別がなされている。　
施設従事者による虐待については、従事者が、同じ施設・事業の他の従
事者によって虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合には、緊急性
にかかわらず通報する義務がある（通報義務）。その他の者が従事者によ
る虐待を受けたと思われる者を発見した場合、養護者による虐待の場合と
同様、緊急性に応じて通報義務と努力義務を課す。
②通報について、守秘義務の解除と通報の秘密の保護
虐待の通報につき秘密漏示罪や守秘義務に関する法律の適用が排除さ
れ、通報を受けた市町村職員は職務上知り得た事項で通報者を特定させる
ような事柄を漏らしてはならないとされている。
さらに通報を行った従事者の場合、通報したことを理由とする解雇その
他の不利益な取り扱いを受けないとされ、いわゆる公益通報者保護が明記
されている。しかし、通報が虚偽および過失による場合には、秘密漏示
19	 たとえば、高齢者が入院している場合に医療関係者によって加えられる虐待
が想定されていないという指摘がある。高橋、前掲注 14）の論稿参照。さ
らに、本稿で後に述べるように、経済的搾取・虐待は、養護者や施設従事者
以外の者が加害者となることが容易に想定される。なお以下の記述について
は、この高橋論文によるところが大きい。
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罪・守秘義務に関する法律の適用排除は認められず、公益通報者保護も認
められない。
③義務違反の効果
以上のように、虐待を発見した者について、通報義務と努力義務が明記
されているものの、その違いは明確ではない。まず努力義務違反は、法律
上、通常は何ら制裁がないとされる（何ら努めなかったとされる場合に、
何らかの法律効果を伴うかは大いに疑問である20）。他方で、虐待につい
て通報義務を定める規定についても罰則規定は存在しない。論理的には、
通報義務違反は不法行為や（施設従事者の場合の）労働法上の制裁を基礎
づけることが考えられるものの、義務違反や因果関係の立証の困難を考え
ると現実性は薄い。
そうだとすると、このような法の仕組みで、虐待通報が促進されるかが
疑問となる。
3 ）高齢者虐待発見の仕組み─批判的検討
わが国の高齢者虐待防止法のもとで、虐待を発見した者がそれを通報す
るよう促進する制度となっているか否かを検討すると、いくつもの疑問が
20	 がん告知に関する最高裁判決で、患者本人に対し医師ががんの告知をできな
いと判断した場合、「診療契約に付随する義務として，少なくとも，患者の
家族等のうち，連絡が容易な者に対しては接触し，同人または同人を介して
さらに接触できた家族等に対する告知の要否を検討し，告知が適当であると
判断できたときには，その診断結果等を説明すべき義務を負う」と述べて、
検討義務を認め、当該事案ではその検討の跡が見えないとして慰謝料を認め
た例がある（平成 14 年 9 月 24 日最高裁第三小法廷判決、判例時報 1803 号
28 頁）。だが、これは医師・患者関係を前提としていること、判決自体も努
力義務という言葉は使っていないことから、虐待の通報についての努力義務
違反に関する先例と見るのは無理と思われる。
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提起される。それは、仮にある人がたまたま高齢者が虐待されている場面
に遭遇し、それを通報するかどうか、通報をためらうとすればそれはなぜ
か、そして通報をしない場合と通報した場合を考えてどのように行動する
かを想像すれば容易にわかることである。
虐待の通報はそう簡単にできることではない。「これは高齢者虐待かも
しれない」と思ったとしても、その判断が誤りだったらどうなるか。ある
いは、誤りでないとしても、虐待者の恨みを買うのではないか。他方で、
自分が通報しないで、その高齢者の身に最悪の事態が起こるとしたらそれ
は少なくとも気持ちのいいものではない。このような迷いは、多くの人々
に普通に起こると考えられる。法の役割は、その迷いを断ち切って通報を
促進するところにある。法が通報を後押しする、そうでなければ通報義務
を法に定める意味はない。
まさにそのために、高齢者虐待防止法も一定の場合に通報を義務にした
のである。いろいろな迷いがあっても、それが法律上の義務であるなら、
悩む必要はない。まさに法律上・社会上の義務なのだから。ところが、現
在の法は、あまりに中途半端である。
第 1 に、義務を負う者は、高齢者虐待を発見した人すべてとされてい
る。だが、すべての人の義務は、実は誰の義務でもない。同様に発見した
人の誰かが通報すればよいので、それが自分である必要はないと考える人
もいる。さらに、義務違反をしても、その人を特定することも難しい。な
ぜならすべての人の義務なのだから。自分以外にも発見した人はいるかも
しれない。あるいは、自分は見なかったことにすればよい、誰かが通報し
てくれるだろう、と考えて21。
21	 このような議論は、誰か救助を求めている場合に、それを見たすべての人に
救助義務を法律上課す場合にも当てはまる。これについては、樋口範雄「よ
きサマリア人と法ー救助義務の日米比較」石井紫郎・樋口範雄編『外から見
た日本法』243 頁（東京大学出版会・1995）。
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第 2 に、虐待であるか否かを判断する難しさがある。自らがそれを虐待
と判断しなければ通報義務は生じない。通報する面倒、通報した後の面倒
を厭う人は、虐待とはいえないと判断しがちになる。そのような状況に備
えて、法は、できるだけ明白な虐待の定義を提供し、しかも通報促進のた
めには、その定義を広めにする必要がある。
ところが､ 高齢者虐待防止法は、「高齢者の生命または身体に重大な危
険が生じている」と判断される場合にのみ通報義務を課し、そうでない場
合は努力義務にとどめる。「生命または身体に重大な危険が生じている」
か否かは、必ずしも自明ではない。まるで「無理して通報しなくてよいで
すよ」といっているかのようである。
わずかに施設従事者だけは、同じ施設の別の従事者による虐待を発見し
た場合に、このような区分なく通報義務とする。だが、見方を変えると、
同僚の不正を暴くのは、無関係な人の不正を暴くより難しい。「虐待とま
ではいえない」と判断しがちになる。
第 3 に、通報義務違反に対し、法的制裁のあることが明記されていない
点も重大な法の欠陥である。これは、重大な虐待を発見した人のすべてに
通報義務を課しているので、逆に、罰則の適用が難しいことを配慮したの
かもしれない。だが、そうであれば、むしろ虐待を発見しやすい立場にあ
る専門家だけに通報義務を課し、明確に義務違反に対する制裁も用意した
うえで、他の発見者には義務こそないものの、自発的に通報した場合、そ
のような通報者も同様に保護する措置を定めるのがよい。高齢者虐待防止
法が施設従事者等について虐待の緊急性を問わず通報義務を課しているの
は、虐待を発見しやすい立場にある人に重い責任を課す趣旨だと考えられ
るが、いわば牙のない義務を課すのではほとんど意味がない。
なお、この場合の法的制裁は過重である必要はない（たとえば懲役刑を
科すような刑罰）。せいぜいで多くの業法の罰則規定によく見られるよう
な罰金でも十分である。そうだとしても、罰金も刑罰の一種であり、十分
な威嚇効果がある。さらに「刑罰も科される法的義務なので、わたしも
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（やむをえず）通報した」という正当化が図れることが重要である。迷っ
た場合に一歩を踏み出す自己正当化、および他者（とりわけ通報によって
影響を受ける他者）への説明ができることがポイントである。ただし、本
稿で主張し強調するように、制裁を伴う通報義務が何らかの意味での専門
家に限定されるとすれば、制裁の主役は、刑罰よりむしろ行政処分（医師
や弁護士でいえば、医師や弁護士の資格剥奪や業務停止など）であるべき
だとも考えられる。
第 4 に、通報者の保護についても現行法は十分でない。通報するかどうか
について迷う人は、それに伴う自らへのリスクを考えるはずである。そうだ
とすれば、通報によって何ら不利益を受けないと法が保証すべきである。
まず、あらゆる意味で、通報による法的なリスクはないことをはっきり
させなければならない。いっさいの刑事罰、民事賠償、行政処分、労働関
係における不利益から免責されると明示するのが当然である。
現行の高齢者虐待防止法では、守秘義務の解除と、通報したという秘密
の保護、さらに施設従事者について解雇その他の不利益を受けないことは
明記されているが、それだけでは十分でない。後者については、通報が虚
偽および過失による場合には、秘密漏示罪・守秘義務に関する法律の適用
排除は認められず、公益通報者保護も認められないとわざわざ付言されて
いる。
虚偽とは、故意に嘘の通報をすることを意味すると考えられるが（そし
てそれに対し通報者の保護がないのは当然だが）､ 過失とは何か。結果的
に、当局によって虐待ではない（虐待というほどの程度ではない）と判断
された場合、通報者には過失ありとされるのか。少なくともどのような場
合に過失があるとされるのか明確ではない。そのような法制度のもとでは、
通報者の法的リスクはないとはいえず、発見者に通報をためらわせる。
施設従事者以外の（すべての）人の通報の場合について、何ら法的免責
にふれていない点はもっと問題である。守秘義務がある場合でもそれが解除
され、通報の秘密が守られるはずだから十分だとは、普通、人は考えない。
武蔵野法学第 8号
119（56）
高齢者であれ児童であれ虐待に関する法は、それが重大な人権侵害を意
味する以上、その発見を優先する法制度を構築すべきである。実際に、わ
が国の現状ではその実数把握の体制が十分でない。より正確な実態把握を
目指すためには、「間違ってでもいいから、とにかく早期に通報してくだ
さい」とする姿勢を明らかにすべきである。発見者が思い切って通報する
よう、少なくとも法的には通報者は何ら責任を負わされることがない（た
だし故意による虚偽の通報は除く）ことが必要不可欠である。ところが、
現行法にはそのような戦略的配慮が乏しい。
最後に、他にもいくつか通報制度の改善を図るべき点がある。まず、通
報先が市町村とあるのでは、どこに通報すべきかがわからない。児童虐待
の場合、児童相談所があるからそこに連絡するのだと誰にでもわかる。ア
メリカではすべての州に Adult	Protective	Service（APS、高齢者保護局）
が設置され、高齢者虐待を通報するホットラインの電話番号が容易にわか
る仕組みがとられている22。また、現場の職員は個々の虐待事例への対処
に追われがちになりがちだが、専門部局を設置し、個々の事例でなぜ通報
が遅れたのかを調査分析し、匿名加工したうえで公表すべきである。それ
によって制度の改善が図られる。しかもこれら虐待事例の調査分析と公表
による情報共有は、通報すべき虐待の基準を明確化し、通報を促進する。
なお、故意に虚偽の通報を繰り返す通報者に対しては、警察や全国の市町
村にも連絡する旨、警告すべきである。実際、このような通報は偽計業務
妨害罪や名誉毀損罪にあたるから、一定の警告をしたうえで警察に告発す
べきである。ただし､ 繰り返し述べるように、故意ではない通報者には
22	 たとえば、テキサス州の高齢者虐待防止局の連絡先（https://www.caregiv	
er.org/texas-adult-protective-services-aps-and-elder-abuse-hotline）。もちろ
ん高齢者虐待は犯罪でもあるので、911（日本の 110 番）で警察への通報も
推奨されている。
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万全の保護が必要である。最後に、通報者に対しては、たとえば 10 年後
に（本人の同意を得て）顕彰するような制度もあってよい。通報はよいこ
とであり（何しろ人を救う行為なのだから）、通報者には何らかの褒賞が
あってしかるべきだとすることを示す制度もあったほうがよい。
高齢者虐待は、一般的にいえば発見しにくい。それは家庭や施設という
閉鎖空間で生じ、しかも外部者がそれを発見する機会が乏しいからであ
る。それだけに、それを発見した人に通報を促すような法制度を戦略的に
構築しなければならない。
その高齢者虐待の中でも、経済的虐待は特に発見しにくい類型の 1 つで
ある。他人の家の家計や経済的状況は外部者には容易にわからないからで
ある。以下、項を改めて、そのような経済的搾取・虐待について、アメリ
カでの法制度と議論を紹介し、わが国の今後の制度改善の参考とする。
4 　経済的搾取・虐待と専門家の責任
1 ）高齢者虐待に対する専門家の責任と活用
かつて児童虐待についてアメリカの通報義務の事例を紹介したことがあ
る。すでに 30 年前の時点で、わが国と異なり、アメリカの多くの州ではす
べての人の義務にするのではなく、一定の職業に就いている人に通報の義
務づけを行い、違反した場合の罰則を定めるとともに、虐待被害者からの
（通報義務違反者に対する）損害賠償請求を認める判例も存在することを紹
介した23。同じアプローチが高齢者虐待についても多くの州でとられる。要
するに法的な義務としては対象・焦点を絞り、義務違反に対する制裁も定
めて、できるだけメリハリの利いた対応をしているということである。
ここで「一定の職業」というのは、この種の虐待を発見しやすい立場に
23	 樋口範雄『親子と法─日米比較の試み』94 頁（弘文堂・1988）。
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ある職業ということであり、また児童や高齢者を守る専門家としての責任
として、一般の人よりも重い責任を課すということでもある。同時に、義
務を負う者が明確に限定されているからこそ、その責任も追及しやすい。
それに比べて、わが国のように、すべての人の責任だというだけで罰則も
定めず、実際には義務違反に対する責任追及もきわめて困難という仕組み
にしているのは、実は、虐待の早期発見や防止についての本気さが疑われ
る。その結果、見た目の虐待数がアメリカに比べてはるかに少ないという
のでは、何をかいわんやである。
試みにカリフォルニア州の法制度を見てみよう24。
カリフォルニア州では、高齢者のケアに関わる職業のすべての人（ただ
し、無償であっても対象となる）について、高齢者虐待を発見した場合の
通報義務を課す25。より具体的には、次のような人々である。
イ）医師その他の医療従事者
ロ）金融機関の従業員
ハ）医療機関の従業員
ニ）牧師
ホ）高齢者保護局（Adult	Protective	Service）の職員
ヘ）警察官など法の執行に携わる機関の職員
これらの人が通報を怠ることは犯罪（ただし、軽罪	misdemeanor と分
類されるもの）とされ、6 ヶ月以下の拘禁刑および（または）1000 ドル以
24	 なおアメリカ全州の高齢者虐待通報義務づけ法の現状（2016 年現在）を見
るには､ 下記のサイトが便利である。http://www.stetson.edu/law/academ	
ics/elder/ecpp/media/Mandatory%20Reporting%20Statutes%20for%20
Elder%20Abuse%202016.pdf
25	 カリフォルニア州の概要については、http://www.valleycareipa.com/assets/	
files/California%20Mandated%20Reporting%20Requirements%20for%20
Abuse.pdf
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下の罰金が科される。もちろん通報した場合にはたとえそれが誤ったもの
であっても法的に免責されることは明確にされている。
本稿との関係では金融機関の職員が含まれているところが特に注目され
る。経済的搾取・虐待については、まさに金銭の出し入れについての異常
な状況を早期に発見することが重要となるからである。
そうだとすると一歩を進めて、高齢者が経済的搾取・虐待に遭っている
ことを疑う機会のある他の専門家の活用をさらに考えることもありうる。
このような主張を展開するごく最近のアメリカの議論を次に紹介する26。
2 ）高齢者に対する経済的搾取・虐待
高齢者をターゲットとする経済的搾取あるいは経済的虐待は、時に「21
世紀型の犯罪」とも呼ばれる27。21 世紀に入って高齢化が多くの国で進ん
26	 Teresa	Jacqueline	Verges,	Legal	Ethics	and	an	Aging	Population:	Securi-
ties	Practitioners’	Roles	in	Preventing	Financial	Exploitation	of	the	Elderly	
（September	26,	2017）.	University	of	Miami	Legal	Studies	Research	Paper	
No.	17-30.	Available	at	SSRN:	https://ssrn.com/abstract=3051716	or	http://
dx.doi.org/10.2139/ssrn.3051716　以下の記述はこの論文による。
27	 See,	e.g.,	Daily	Herald	June	24,	2012,	Elder	Financial	Abuse:	The	Crime	
of	 the	 21st	Century	（http://www.dailyherald.com/article/20120624/
news/706249969/）.	他の例として、Catherine	Elton,	The	Fleecing	of	Amer-
ica’s	Elderly,	CONSUMER	DIGEST,	November	2012.	（http://www.consum	
ersdigest.com/special-reports/the-fleecing-of-americas-elderly）.　なお、これ
らの記事には、電話ばかりでなくインターネットやソーシャル・メディアを
利用（悪用）して、加害者と被害者がまったく面識がない状態で詐欺を働く
事例（たとえば、高額のくじに当たったといって、その手続料または必要な
税金を支払う必要があるので送金せよと騙すケースなど）や、その加害者が
他国（事例としてはジャマイカやカナダ）にいて、被害者の個人情報をソー
シャル・メディアやグーグル・アースなどによって入手する事例が紹介され
ており、このような意味でも 21 世紀型の犯罪と呼んでいると考えられる。
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でいること、その高齢者層が実は社会の富のうち多数を保有していること、
程度の差はあれ認知症などで判断能力が衰えること、さらには低金利が長
く続いて、少しでも有利な投資を求めがちになること、などの要因によっ
て、高齢者をターゲットとする詐欺や横領が増加しているからである。
アメリカの場合、まだ高齢化率こそ低い（現状で 14％程度）もののす
でに述べたようにそれでも 4000 万人以上の高齢者がいる。しかも、彼ら
高齢者が国全体の 7 割の富を所有する。他方では、高齢になるにつれて認
知症になる割合が高くなり、アメリカでも、85 歳を超えるとその 45％は
認知症になるという。それどころか 2050 年までにアメリカの認知症患者
の数は 1400 万人になるとの推測もなされている。彼らの資産を狙う者に
とって格好のターゲットとなるわけである28。
その結果、現在すでに、推定 100 万人の高齢者が詐欺や経済的虐待で毎
年 29 億ドルも失っているとされる。たとえば、2015 年の SEC（Securities	
Exchange	Commission:	 証 券 取 引 委 員 会 ） お よ び FINRA（Financial	
Industry	Regulatory	Authority: 金融業規制機構）の調査では、通常の預
金ではあまりに金利が低いために、少しでも有利な投資を求めて、ブロー
カー・ディーラーがリスクの大きすぎる投資を勧める例が目立つとする。
また、2009 年および 2011 年のメットライフ（アメリカの保険会社）によ
る調査研究によれば、経済的搾取・虐待のターゲットとなる高齢者の典型
像は次のような人だという29。70 歳から 80 代までの高齢者で、白人女性
28	 高齢者をターゲットとする不適切な保険商品販売については、Lawrence	
A.	Frolik,	Insurance	Fraud	on	the	Elderly.	Trial,	Vol.	37,	p.	48,	June	2001;	
U.	of	Pittsburgh	Legal	Studies	Research	Paper	Series.	Available	at	SSRN:	
https://ssrn.com/abstract=1428476　参照。
29	 The	MetLife	Study	of	Elder	Financial	Abuse	（June	2011）（https://www.
metlife.com/assets/cao/mmi/publications/studies/2011/mmi-elder-finan-
cial-abuse.pdf）.
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が多く、認知機能が衰えており、他方で人を信用しやすく、しかも独居で
あるか、独居でないとしても孤独な人が被害者となりやすい。さらにこの
調査では、加害者の 4 割は家族であり、配偶者や介護者であるとするが、
他方で、加害者の最大部分を占めるのはさまざまな場面で高齢者の相談に
乗る専門家だとする。具体的には、弁護士、会計士やファイナンシャル・
プランナーその他の受託者責任を負う代理人である。
一般的に、人は高齢化に伴い、さまざまな能力が衰える。その中に、財
産管理能力や運用能力も含まれる。そこでは専門家の利用が必要になる。
その専門家の中に、経済的搾取・虐待の加害者がいるのでは、誰を頼った
らいいのか暗然とした気持ちになる。
しかしながら、確かにそこにリスクもあるが、逆にこれら専門家が責任
を果たすと、高齢者に対する経済的搾取・虐待を早期に発見し防止するた
めのチャンスにもなる。まさに逆転の発想であり、いかにもアメリカらし
い論者の主張を少し丁寧に聞いてみよう。
3 ）専門家の活用その 1、弁護士
弁護士が、高齢者の経済的虐待に関与する事例として、次のような 3 つ
のシナリオが提起される。
①	 弁護士事務所に訪ねてきたのは 82 歳のアルツハイマー病初期の男性
（配偶者は既に死亡）とその息子である。息子への代理権委任状を作
成してもらい、銀行口座や証券口座について息子に権限をすべて委ね
るという相談である。だが面談中に、他にも子どもはいること、しか
しながら息子は他の子どもや遺言による相続人にはこの件に関わらせ
たくないと考えていることがわかった。
②	 82 歳の父親が年金勘定から多額の引き出しをして、新しい女友達と
一緒の旅行やその他の経費に使っていることを知った息子が、弁護士
に相談に来た。息子によれば、この女友達に父親は騙されており、父
親がアルツハイマー病の初期にあることを悪用しているという。
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③	 女性が、代理権をえた兄が父親の証券口座を勝手に利用しているとし
て、弁護士に相談に来た。父親は認知症を患っており、経済的な判断
はもはやできないという。
これら 3 つの事例は、いずれも経済的虐待・搾取を疑わせる。第 1 の事
例は、息子によるもの、第 2 の事例は父親の女友達によるもの、第 3 の事
例は父親の息子（相談者の兄）によるものである。これらの事例に遭遇し
た弁護士には、アメリカの高齢者法で基本となる 4 つの C で始まる視点・
視角を適用し、経済的搾取・虐待の発見および防止に寄与するチャンスが
ある。
4 つの C とは、
1 ）	 Client	identification	（真の依頼人は誰かを確認すること）
2 ）	 Conflicts	of	interest（利益相反に注意すること）
3 ）	 Confidentiality	（守秘義務を遵守すること）
4 ）	 Competency	（依頼人に十分な能力があるか否かに注意すること）
である。これら 4 つの視点について弁護士倫理規定を適用しながら検討
することで、依頼人の利益を図り権利擁護者の役割を果たせるはずだとい
う。その結果、高齢者虐待の発見にも寄与できるわけである。
まず、第 1 の C、Client	 identification	（真の依頼人は誰かを確認するこ
と）が重要である30。3 つの事例で共通する真の依頼人は誰かといえば、
いずれも高齢者の財産の保護が問題とされており、そのために弁護士が役
割を果たすということであるから、依頼人とは高齢者自身でなければなら
ない。
高齢者の関係する依頼では、①のように家族が介入する場合が多いこと
（家族が一緒に相談に来て、弁護士と話をするのももっぱら家族が行うよ
30	 以下の記述は、前掲注 26）の Verges 論文を基にしているが、私見も交えて
再構成した。
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うなケースが多いこと）と、肝心の高齢者の能力に疑問が生ずる場合があ
るので、通常のケースにはない困難が生ずる。
しかし、上記①の事例では、たとえ息子が弁護士費用を支払ったとし
ても、依頼人はあくまでも 82 歳の男性である。そのことを最初に息子に
はっきりと宣言する必要がある31。②および③の事例では､ 相談に来てい
るのは高齢者の子どもである。だが、これらの例でも､ 依頼人は高齢者と
なる。何よりも高齢者の利益を擁護するのが弁護士の役割だということを
相談者に説明し安心してもらうと同時に、その特別な役割を理解してもら
う必要がある（必ずしも相談者の指示に従わない場合もあるということで
ある）。
アメリカの弁護士倫理規定モデル・ルール 1．2 では、依頼人の決定を
尊重する義務が、1．4 では、適切な情報提供を依頼人に行う義務が明記
されており、弁護士は、これら 3 つの事例のいずれの場合についても、早
期に依頼人（高齢者）だけと面談する機会をもたねばらない。
第 2 の C、Conflicts	of	 interest（利益相反に注意すること）に移ろう。
第 1 の C と重複する面が強いのであるが、ここでも、弁護士はまず自分
が高齢者の利益と権利だけを考える立場におり、その他の人の利益を考え
るのは原則として利益相反にあたると説明しなければならない。
さらに、3 つの事例のいずれも、①の事例の息子や②、③の相談者とし
ての子どもも、自分の利益ではなく、まさに高齢者の利益を守るという共
通する目的のため共に行動するよう促すべきである。さらに、③の事例に
おける兄（高齢者の息子）は、代理人として本人（高齢者）に対する忠実
義務を負っており32、自らの利益を図ってはならない（利益相反行為をし
てはならない）地位にあることを相談者に対しても説明すべきである（場
31	 樋口、前掲注 6）40 － 41 頁。
32	 アメリカ代理法における代理人の忠実義務については、樋口範雄『アメリカ
代理法』（第 2 版・弘文堂・2017）参照。
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合によっては、弁護士が兄にも直接面談して代理人たる者の義務について
助言をすべき場合もある）。
第 3 の C、	Confidentiality	（守秘義務を遵守すること）も重要な課題で
ある。弁護士は、依頼人たる高齢者だけと面談した際に、自分が高齢者だ
けの依頼人であることを説明すると同時に、そこで聞いたことの秘密を守
る義務があり、依頼人の同意がない限り、家族にもそれを話したりできな
いと保証すべきである。要するに、「本当のこと、本当の希望を依頼人が
述べてかまわない、秘密は守るから」ということである。
同時に、3 つの事例で相談に来ている家族に対しても、弁護士はそのよ
うな存在（たとえ家族でも依頼人である高齢者の同意がない限り、高齢者
との相談内容について秘密を守る存在）であると説明しておくべきである。
第 4 の C、Competency	（依頼人に十分な能力があるか否かに注意す
ること）は、高齢者で認知症が疑われる場合、第 1 の C と同様に最も難
しい課題となる。アメリカ弁護士会は、アメリカ心理学会（American	
Psychological	Association）と連携して、依頼人の判断能力の衰えがどの
程度であるか､ それをいかに判断したらよいかのマニュアルを作成してい
る。弁護士は、それに則って、依頼人の能力を判断しなければならない
（必要なら、認知能力の専門家である医師の助力を得ることもある）。
その結果、依頼人が弁護士の説明を十分に理解できないケースも十分に
考えられる。だが、そのようなケースでも、アメリカ弁護士倫理規定モデ
ル・ルール 1．14 では、弁護士は依頼人の理解力のある範囲で依頼人との
通常の関係を保ち、家族ではなく依頼人によって何らかの決定がなされる
よう配慮しなければならない。
①の事例でいえば、弁護士は高齢者の能力を判断し、息子に代理権委任
をすることの意味を理解しているかどうか確認すべきである。②の事例で
は、第三者たる女友達への財産移転がどれだけあるかを依頼人（高齢者）
が十分理解しているか、③の事例では、息子への代理権委任状がどのよう
な法的意義を有するかについて、依頼人（高齢者）の理解を確かめる必要
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がある。その結果、依頼人（高齢者）が経済的搾取・虐待を受けていると
判断するなら、弁護士には、依頼人を保護する義務がある33。
以上を要するに、弁護士には、4 つの C を合い言葉（あるいは基本的な
視角）にして、高齢者に対する経済的搾取・虐待の早期発見と権利擁護を
図るチャンスがある。
最後に、この関連で 2 点コメントする。
第 1 に、弁護士が高齢者虐待の早期発見に寄与するのは賞賛されるべき
ことであるが、自らの仕事（業務）を失いかねないおそれがある。①の事
例でいえば、率直にいうと高齢者と一緒に相談に来ている息子の搾取・虐
待を疑うわけであるから、息子はもとより高齢者も怒り出して、「あなた
には頼まない」となる可能性がある。②、③の事例でも、（おそらくは自
ら報酬も支払うつもりの）相談者ではなく、あくまでも高齢者のための依
頼人となるというのであるから、「そんなはずではなかった」ということ
になり、依頼を逃すことにもなりかねない。
だが、これはまさに弁護士が高齢者の利益だけでなく、自らの利益を考
える状況であり、利益相反の典型である。fiduciary（信認関係にある受認
者）34 の代表である弁護士には、自己利益ではなく依頼人の利益を優先し
て行動する義務がある35。そして、そのような弁護士の働きが、依頼人ば
かりでなく息子など家族の利益でもあると説得すべきである。
また、アメリカ弁護士倫理規定は、単なるお飾り的文言ではない。仮に、
明らかに高齢者に対する経済的搾取・虐待の兆候を発見しながら、何もし
33	 その手段としては、裁判所に対し後見人選任の申立をすることや、すでに依頼
人が与えた代理権を依頼人によって撤回するよう助言することなどがある。
34	 樋口範雄『フィデュシャリー〔信認〕の時代』（有斐閣・1999 年）参照。
35	 弁護士と依頼人の関係が信認関係であることについては、樋口範雄「弁護
士と依頼者の関係」小島武司他編著『法曹倫理』53 頁（第 2 版・有斐閣・
2006）。
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ないで自らの利益を優先すれば（そして経済的搾取・虐待によって損害が
生ずるようなら）、アメリカでは倫理規定違反となり、懲戒処分される可能
性がある。しかもそれは現実的可能性である。だからこそ、アメリカの論
者も、アメリカ弁護士会倫理規定に則った分析をしているわけである。
第 2 に、弁護士だけでは、経済的搾取・虐待に対処できないと判断する
場合もある。その場合、高齢者に対する経済的搾取・虐待を発見したとし
て、高齢者保護局等の関連機関に通報すべきか否かが問題となる。という
のは、多くの州法で、高齢者虐待の通報義務を定める法律において、弁護
士に通報義務ありとされていないからである36。
逆に、アメリカ弁護士倫理規定 1．6 では、弁護士の守秘義務が強調さ
れており、例外的に依頼人の秘密を開示するのが許されるのは、依頼人そ
の他の身体・生命に重大な危険が予測される場合か、または法律もしくは
裁判所の命令に従う場合等に限定されている。
経済的搾取・虐待は、前者の例外にあたらない。したがって、弁護士に
対し高齢者虐待の通報義務を課している 5 州を除けば、弁護士は、虐待を
通報するか（それによって弁護士倫理規定違反で懲戒される可能性があ
る）、あるいは倫理規定を守って通報しないことにするかの難題に直面す
ることになる37。
アメリカの弁護士にとって、duty	of	confidentiality	（第 3 の C、守秘義
務）がいかに重要かを示すものではあるが、かつての弁護士倫理規定で
は、相手方当事者の生命の危険があるような情報を得た場合にも、それが
依頼人の利益に反するようなケースでは、その情報を相手方に開示するこ
36	 Roberta	K.	Flowers	＆	H.	Amos	Goodall	Jr.,	In	Fear	of	Suits:	The	Attorney’s	
Role	in	Financial	Exploitation,	10	NAELA	Journal	178	（2014）.	以下の記述
はこの論文による。
37	 Margaret	Sholian,	An	Ethical	Dilemma:	Attorneys’	Duties	Not	 to	Reveal	
Elder	Abuse	in	Washington	State,	90	Wash.	L.	Rev.	1471	（2015）.
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とが禁止されていた。それが現在では変更され、身体・生命に重大な危険
が予測される場合には、情報を開示してもよい（ただし、情報を開示しな
ければならないとはされていない）とされている38。
アメリカの弁護士は、依頼人の財産管理や運用の相談にも乗ることが多
いだけに39、今後、高齢者虐待の問題がいっそう重要視されると、守秘義
務の緩和・免責が生ずることもありうる。ともかく､ 高齢者虐待、とりわ
け経済的搾取・虐待の場面で、弁護士を活用して早期発見と防止を図るこ
とは、今後とも真剣に検討されるべき課題である40。
4 ）専門家の活用その 2　金融事業者
投資運用に関するアメリカの連邦および州の規制当局は、投資に関する
ブローカー・ディーラーその他の投資助言者が、高齢者への経済的搾取・
38	 アメリカのこの点での重要判例については、樋口範雄「法曹倫理のあり方
─1 つのケース・スタディ」小島武司先生古稀記念祝賀『民事司法の法理
と政策（下巻）』833 頁（商事法務・2008）。
39	 Verges,	 前掲注 26）の論文 20 頁では、高齢者の依頼人に対する経済的搾
取・虐待があるのではないかと、弁護士が気づくべき状況をいくつか掲げて
いる。依頼人が遺産配分プランニングやそれに伴う財産移転を覚えていない
か、または理解できない場合。依頼人の財産につき、突然に何らかの変更が
なされたり、遺産配分プランニングや遺言に変更がなされたりした場合。従
来はまったく現れなかった親族の登場。財産の状況に関係する書類の行方不
明。依頼人の経済的状況や財産取引について曖昧または疑わしい説明がなさ
れた場合。あるはずの金銭がなくなったり減少したりしているという依頼人
からの訴え。言い換えれば、弁護士はこれらの状況に接する可能性があると
いうことでもある。
40	 弁護士倫理規定の守秘義務の例外として、弁護士が高齢者虐待について通
報できるようにすべきだと論ずるものとして、Sholian,	supra	note	37,	and	
Carolyn	L.	Dessin,	Should	Attorneys	Have	a	Duty	 to	Report	Financial	
Abuse	of	the	Elderly?,	38	Akron	L.	Rev.	707	（2005）.
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虐待の発見や防止、さらに通報について有用な働きを示すのではないか
と、かねてから考えてきたとされる41。実際、SEC による 2015 年の報告
書の中に次のような記述がある。
「多くのブローカー・ディーラーや投資助言者は、自分たちの顧客を長
年知っており、能力の衰えや経済的搾取・虐待の兆候を発見する最初の人
たちになりうる」42。
実際、高齢の投資家（顧客）の家族や友人が気づくより早く、これら金
融事業者が顧客のおかしな行動に気づく例があるという。そこで、この
10 年の間に、特に高齢者を念頭に不適切な投資勧誘を規制する動きが加
速してきた。背景には、高齢者に対する経済的搾取・虐待が大きな社会問
題として認識されるようになったことがある。
まず、2007 年に FINRA（金融業規制機構）が、金融事業者である会
員に向けて、規制方針通知 07-43（Regulatory	Notice	07-43）を出した43。
その目的は、「多くの高齢の投資家に共通する特別な問題」があることに
鑑み、金融事業者に対し、彼らへの投資商品販売方法を見直してその改善
を迫るものである。一方で、「FINRA は、高齢の顧客に対し特別なルー
ルを定めるものではない」44 と述べながらも、実質的には、高齢の投資家
41	 以下の記述は、Verges､ 前掲注 26）の論文 25 頁以下、および同じ著者によ
る、The	Broker-Dealer’s	Role	 in	the	Detection	and	Prevention	of	Elderly	
Financial	Exploitation,	23	Piaba	Bar	Journal	231	（2016）による。
42	 SEC	Office	of	the	Investor	Advocate,	Report	on	Activities	for	Fiscal	Year	
2015,	at	10.	Regulatory	Notice	15-37,	at	5.
43	 FINRA	Reminds	Firms	of	Their	Obligations	Relating	to	Senior	Investors	
and	Highlights	Industry	Practices	to	Serve	these	Customers	（September	
2007）.	http://www.finra.org/industry/notices/07-43
44	 FINRA	Regulatory	Notice	07-43,	at	2.
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（顧客）に投資商品を販売する際に守るべき基本的な事項を宣言した。そ
こでは、適合性原則（suitability、顧客に適合した投資商品を販売すべき
だとする原則）と顧客とのコミュニケーション（情報提供・販売の仕方）
の 2 点が重要であるとし、前者については、顧客の年齢と、顧客がその人
生の中でどのような段階（life	stage）にあるかを配慮すべきだと明記し
た45。後者については、特に投資セミナーを通じて、「シニア投資家の専
門家」というような呼称で販売担当者を呼び、高齢の投資家に対し、圧力
を加えて、十分理解できない投資商品を販売するような実務を再検討する
よう求めた。要するに、金融事業者に対し、自らが高齢者に対する経済的
搾取の主体にならぬよう警告をしたわけである。
だが、本稿との関係で注目されるのは、そればかりでなく、金融事業者
が他者による経済的搾取・虐待を発見しやすい立場にあることを強調して
いる点である。高齢者の顧客について次のような事態に気づいた場合、そ
れは赤信号（red	flag）を意味する46。
•突然、従来にはない､ しかも説明のつかない金銭引き出しがなされること
•投資のスタイルが激変すること
•高齢者の顧客に接触ができなくなること
•顧客の介護者が同席した場合、顧客に何らかのおびえや､ 積極的に話そ
うとしない態度が見られること。
•顧客の友人や家族から､ 顧客が切り離されていること
このような場合、金融事業者は、高齢者の顧客の能力が衰えていること
や、さらには周囲の誰かによる経済的な搾取・虐待を疑わねばならない。
その後も、FINRA は、高齢者の顧客に対する投資商品販売に関し、金融
45	 FINRA	Regulatory	Notice	07-43,	at	2.
46	 FINRA	Regulatory	Notice	07-43,	at	7.
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事業者が顧客本位の注意を払うよう促している。最新の例が 2017 年の規
制方針通知 17-11 である47。この通知では、金融事業者にさらに具体的な
措置をとるよう求めた48。
第 1 に、高齢者の顧客の口座に関し、trusted	person（要するに、顧客
が信頼できる人で、それが必要な場合、顧客に代わってコンタクトをとる
べき人）を顧客に指名してくれるよう合理的な努力を払うこと49。
第 2 に、経済的搾取・虐待があると合理的に疑われる場合、一時的に顧
客の資金の配分を停止すること。
これらの措置は、単に、金融事業者が自らの不適切な投資商品販売で高
齢の顧客にとって経済的搾取・虐待にあたるような行動をしないばかりで
なく、さらに進んで顧客の保護を図る趣旨である。実際、ある高齢顧客が
別の人の口座に何度も資金を移すのを知りながら何もせず、少なくとも
21 万 5000 ドルを不正に横領されるのを放置した金融事業者に対し、2016
年、FINRA は 19 万 5000 ドルの制裁金を課した例がある50。
このような動きは州法による規制にも影響を及ぼしており、North	
American	Securities	Administrators	Association	（NASAA, 北米証券業監
47	 FINRA	Regulatory	Notice	17-11,	Financial	Exploitation	of	Seniors;	SEC	
Approves	Rules	Relating	to	the	Financial	Exploitation	of	Seniors	（March	
2017）
48	 より詳細な説明は、Verges,	 前掲注 26）の論文 32 頁以下。なおこの規則
FINRA	Rule	2165	Financial	Exploitation	of	Specified	Adults、は 2018 年 2
月 5 日に施行された。http://finra.complinet.com/en/display/display_main.
html?rbid=2403&element_id=12784
49	 これは、いざという場合に医療上の決定を行う医療代理人を設けるのと同様
の考えである。樋口、前掲注 32）第 6 章参照。
50	 FINRA	Letter	of	Acceptance,	Waiver	and	Consent	re	Park	Avenue	Securi	
ties,	LLC,	Case	No.	2014041510202	（Nov.	18,	2016）.
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督者協会）は、2016 年に金融事業者に対し、顧客が経済的搾取・虐待に
遭っていると合理的な疑いをもつ場合、州の高齢者保護機関に通報するよ
う義務づけるモデル法を作成した51。すでにアメリカでは 4 つの州がそれ
を採択し、さらに 10 州が追随する動きを見せている。
4 　今後の展望
超高齢社会を迎えたわが国において、そしておそらく他の国でも、高齢
者虐待は社会の大問題である。本稿は、アメリカの資料を参考にしなが
ら、わが国の法制度の問題点を明らかにするためのものである。
それが何であれ問題に立ち向かうためには、その問題の実態を知る必要
がある。ところが、わが国では、高齢者虐待として認知した件数の増加を
あたかも虐待の実数が増加したかのようなきわめて素朴な（素朴すぎる）
認識から議論が始められることが多い。実態把握こそまず重要であるの
に、真の全体像がわからぬまま部分だけを見て、法制度を構築する。その
結果、高齢者虐待防止法という法の形だけを見れば、通報義務を定めて早
期発見する仕組みがあり、法律上は国や地方公共団体に高齢者虐待防止の
責務があると高らかに謳いあげられている。より具体的には市町村に設置
される地域包括支援センターが「高齢者虐待防止ネットワーク」を構築す
ることになっている。だが、実際に通報される件数は、2015 年度におい
て市町村が受け付けた件数として、2 万 6688	件という数字があげられて、
そのうち虐待と判断された者が 1 万 5976	件というわけである（これは養
護者によるものの数字である）52。
51	 NASAA	Members	Adopt	Model	Act	 to	Protect	Seniors	and	Vulnerable	
Adults	（Feb.	1,	2016）,	available	at:（http://www.nasaa.org/38777/nasaa-	
members-adopt-model-act-to	protect		seniors-and-vulnerable-adults/）.	
52	 前掲注 1）の厚労省の調査結果による。
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この数字がいかに当てにならないものであるかは、本稿の冒頭で述べ
たとおりである。アメリカでは、通報される件数が少なすぎる（under-
reported）こと、なぜ通報されないのか、より正確な数を把握するにはど
うしたらよいかが問われる。それに対し、わが国の議論では、前述の数字
があたかも実数であるかのような議論がなされる。もちろん、日本とアメ
リカではさまざまな事情が異なることは確かである。だが、アメリカにお
いて、さまざまな調査研究において、把握される虐待が氷山の一角であ
り、1 件の通報の裏に 5 倍、8 倍、あるいは 10 数倍ないし 20 倍以上の実
数が隠れているとされるのと53、大きな認識の差異がある。しかも表に出
てきた数字だけでも大きく異なる。たとえば、カリフォルニア州の高齢
者保護局への高齢者虐待通報件数は、2013 年 7 月から 2014 年 6 月までの
1 年間で 9 万 302 件に上る54。この時期、カリフォルニア州の人口は 3800
万人あまり、全米の人口は 3 億 1000 万人以上であるから、単純に計算す
ると全米では 80 万件以上の通報がなされていることになる。しかもその
通報の裏に何倍もの虐待が隠れているというわけである。
わが国においても、まず実行しなければならないのはより正確な実態の
把握である。そのためには、高齢者虐待の発見のために、それを発見しや
すい立場にある専門家や職業に携わっている人たちに通報義務を限定し、
義務違反に対し一定の法的効果（制裁）を定めるべきである。それ以外の
人たちが発見した場合は、通報が許される（努力義務とするのも可である）
と明記し、その場合にも法的な保護（間違った通報でも、故意に虚偽の通
53	 たとえば 5 倍。Sholian,	supra	note	35,	at	1475,	n.32.	あるいは 24 倍。NCEA,	
Elder	Abuse,	Research	and	Statistics	（https://ncea.acl.gov/whatwedo/re	
search/statistics.html）一般的な指摘として、The	MetLife	Study	of	Elder	
Financial	Abuse,	supra	note	29,	at	23.
54	 カリフォルニア州の高齢者虐待通報件数については、次のサイトを参照。
http://www.cdss.ca.gov/research/res/pdf/daptrends/SOC242M6Juris.pdf
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報をする場合を除いて、完全に免責されること）を認めるべきである。
さらに、アメリカの動きのうち注目すべきは、特に経済的搾取・虐待と
いう発見しにくい種類の虐待について、やはりそれを発見しやすい立場に
ある弁護士や金融事業者という専門家に対し、虐待の防止や継続を防ぐ行
動を促すと同時に、高齢者保護局への通報を可能にすべきだ（あるいは義
務とすべきだ）とする議論があることである。
わが国においても、近年、高齢者への不適切な投資勧誘が問題となっ
て、適合性原則などに関する裁判例や金融庁の監督指針、さらに日本証券
業協会によるガイドラインの策定がある 55。だが、これらの動向も、それ
ぞれの事業者が守るべき手続等を細かく規制する方向は明らかであるもの
の、さらに一歩を進めて、これら事業者が、高齢者を保護し危険な兆候
（赤信号）を発見して何らかの策を講ずることまでは想定していない。
21 世紀は専門家の時代でもあり、各種の専門家の活用をもっと考えて
よいと思われる。専門家責任とは、単に専門家自身が誤ったことをしない
だけではなく、依頼人のために最善を尽くす､ さらにいえば依頼人の最善
の利益を図ることまで含むからである。超高齢社会が直面する高齢者虐待
という課題についても、専門家を巻き込んだより戦略的な法的対応が求め
られる。
55	 わが国の適合性原則に関する文献として、角田美穂子『適合性原則と私法
理論の交錯』（商事法務・2014）（ドイツでの議論を紹介し日本法への示唆を
説く）、堀田佳文「投資取引における説明義務と適合性原則」岩原紳作・山
下友信・神田秀樹編『会社・金融・法（下巻）』311 頁（商事法務・2013）、
黒沼悦郎・太田洋編著『論点体系　金融商品取引法 2』148 頁（第一法規・
2014）など。より一般的に高齢者への投資勧誘・販売ルールを説明する者と
して、香月裕爾『Q&A　よくわかる高齢者への投資勧誘・販売ルール』（金
融財政事情研究会・2014）。
